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 ■ 目的 

　地球環境研究総合推進費（以下、「推進費」と呼

びます）は、地球環境問題が人類の生存基盤に深刻

かつ重大な影響を及ぼすことに鑑み、様々な分野

における研究者の総力を結集して学際的、国際的

な観点から総合的に調査研究を推進し、もって地球

環境の保全に資することを目的とした研究資金です。 
 

 

 ■ 制度の特徴と基本的なしくみ 

地球環境政策を科学的に支えることを明確に指向
した研究資金です 

　推進費は、オゾン層の破壊や地球温暖化など、数々

の地球環境問題を解決に導くための政策（ここで

は地球環境政策と呼びます）へ、研究活動による科

学的知見の集積や科学的側面からの支援等を通じ

て、貢献・反映を図ることを目指しています。この

ため、地球環境政策への貢献について関連が不明

確な研究は、採択対象課題となり得ませんので、ご

注意下さい。 

 

競争的研究資金です 

　推進費で実施する研究課題は、公募により研究

者や研究者グループから提案のあった研究課題候

補の中から、審査により選定されます（実施する課

題を、公募により集めた研究提案の良し悪しにより

競争的環境下で決めるため、競争的研究資金と呼

ばれます）。 

　審査は、学識経験者等で構成される外部評価委

員会の協力を得て行い、政策的又は科学的な価値

や貢献の度合い、目標達成の可能性などの観点から、

地球環境に関する国内外の動向に即して判断され

ます。 

 
 

 

 

 

 ■ 研究の対象分野 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ■ 研究区分 

１. 地球環境問題対応型研究領域 

研究の要件 

　個別又は複数の地球環境問題の解決に資する研

究で、国内の研究機関に所属する研究者による研

究課題です。 

　公募に当たって、重点的に募集したい研究分野

などを記した公募方針を提示します。採択研究課

題は、研究者から応募のあった研究課題の中から、

学識経験者等による審査をもとに選定します。 

 

研究への参加資格と代表者 

　産学民官を問わず、国内の研究機関に研究者と

して所属している者とします（国籍は問いません）。

国外の研究機関への研究費の配分はできません。

　研究課題代表者は、予定される研究期間につい

て研究全般に責任を持って、研究者間の経費の配

分、研究の進行管理、研究評価結果への対応など

を行います。 

 

研究期間 

　原則３年間とします。ただし、中間評価において、

研究の発展可能性、進捗状況等からみて研究の延

長が妥当と認められた課題については、研究評価

を実施した上で、２年間延長が可能です（計５年間）。 

　研究開始２年目に中間評価、研究終了の次年度に

事後評価を行います。 

 

２. 戦略的研究開発領域 

研究の要件 

　わが国が国際的に先駆けて、若しくは国際的な

情勢を踏まえて、特に先導的に重点化して進める

べき大規模な研究プロジェクト、又は個別研究の

統合化・シナリオ化を行うことによって、わが国が

先導的な成果を上げることが期待される大規模

な研究プロジェクトです。 

　本研究区分の場合は、研究概要（研究テーマや研

究内容の基本的な構成、研究プロジェクトリーダー等）

は環境省が設定します。その上で、研究プロジェク

トを構成する具体的な研究内容や研究参画者（以下、

「研究課題詳細」と呼びます）を公募し、学識経験者

等による審査をもとに研究課題詳細を決定します。 

 

研究への参加資格 

　研究全般に責任を持って、研究者間の経費の配分、

研究の進行管理、研究評価結果への対応などを行

う研究プロジェクトリーダーは、公募ではなく環境

省が指名します。 

　研究プロジェクトへの参加者は、産学民官を問わ

ず、国内の研究機関に研究者として所属している

者とします（国籍は問いません）。国外の研究機関

への研究費の配分はできません。 

 

研究期間 

　原則５年間（第Ⅰ期３年間、第Ⅱ期２年間）ですが、

研究評価（中間評価）において、研究の発展可能性、

進捗状況等からみて、第Ⅱ期への移行が適切でな

いと認められた場合は、第Ⅰ期で終了します。 

　研究開始３年目に中間評価、研究終了の次年度に

事後評価を行います。 

 

３. 地球環境研究革新型研究領域 

研究の要件 

　新規性・独創性・革新性に重点を置いた若手研究

者向けの研究課題で、研究代表者及び研究参画者

のすべてが研究開始初年度の４月１日時点で４０歳

以下を要件とします。 

　以下のような研究課題をはじめ、地球環境問題

の解決に資する研究課題を広く公募します。 

・地球環境に影響を及ぼす新規発見物質の発生と

推移（fate）に関する研究 

・地球環境研究に関する新たな研究手法、観測・

測定技術の開発 

・現時点で想定されていない新たな政策提言、

国際的枠組みの構築につながる政策研究など 

 

研究への参加資格と代表者 

　産学民官を問わず、国内の研究機関に研究者と

して所属している者とします（国籍は問いません）。

国外の研究機関への研究費の配分はできません。 

　研究課題代表者は、予定される研究期間につい

て研究全般に責任を持って、研究者間の経費の配分、

研究の進行管理、研究評価結果への対応などを行

います。 

 

研究機関 

　１年間又は２年間のいずれかとします。 

 

４. 国際交流研究 

研究の要件 

　地球環境部門における外国の研究者（以下、「招

へい研究者」と呼びます）をわが国に招へいし、国

内の研究機関の研究者（以下、「受け入れ研究者」

と呼びます）と共同研究を実施することにより、地

球環境研究の国際的な推進を図ることを目的とす

る研究です。 

　この研究は上記１、２のいずれかの研究課題（親

課題と呼びます）の一部を分担・構成し、親課題に

課せられた研究目的や達成目標などの要件を満た

すものでなければなりません。 

 

招へい研究者の要件 

　以下のすべてに該当することが必要です。 

（１）日本国籍又は日本の永住権を有しない者。 

（２）自然科学又は人文社会科学部門における博士

　　号取得者又は同等の学位・資格を有するもの。

　　ただし、先進国以外の国において当該学位・資

　　格を得た場合は、先進国における研究活動歴

　　が３年以上ある者又は同等の実力を有すると

　　認められる者。 

 

１．全球システム変動 

　　地球規模のオゾン層破壊、温暖化、水循環 

２．越境汚染 

　　大気、陸域、海域、国際河川等を通じた越境 

　　汚染 

３．広域的な生態系保全・再生 

　　地域レベル（東アジアなど）で広範囲に見られる 

　　生態撹乱、生物多様性の減少、熱帯林の減少、 

　　砂漠化　 

４．持続可能な社会・政策研究 

　　地球環境保全に係る環境と経済及び社会の 

　　統合的研究 
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地球環境研究総合推進費の流れ 

＜公募対象者＞ 
・国内の研究機関に所属する研究者（産・学・官を問わない）　・単独機関の場合、複数機関の場合のいずれも可 

 

公募の実施 
年１回（平成１８年は１０/６～１１/１７） 

公募要項や応募書類はホームページからダウンロードにより入手 
HP、環境関係Web、学会誌、新聞で周知 

応募書類は、電子メールの添付ファイルとして申請 

研究の実施 
 

中間評価(２年目)

・中間成果報告書による書面評価とヒアリン
グ評価 
・結果はHPで公開 
・結果を３年度目の研究費の増減へ反映  
※特に高い評価の研究については、３年目に
期間延長の可否について再度評価を実施 

→研究期間延長 
※特に低い評価の研究については評価結果
に応じて、サブテーマの打ち切り、研究課題
の打ち切り 

・中間評価と同様の方法 

１年目 

２年目 

３年目 

４年目 

５年目 

      成果報告書のデータベース化 
・中間成果報告書は、毎年度作成 

・最終成果報告書は、全文HPにも掲載、閲覧 
   可能、成果データベースによる検索も可 

第１次審査（書面審査） 
評価者は研究分科会・専門部会委員及び環境省担当者 

1課題当たり評価者５名程度 

第２次審査（ヒアリング審査） 
評価者は研究分科会委員及び環境省担当者 

・応募者のプレゼン及び応募者と評価者との質疑 
・分科会毎に実施　　　　　　　　　　　　　　 

申請書の振分け 
応募書類の内容に応じて、メールレビュー形式の評価者を全評価委員の中から選定。専門性を重視。 

 

＜評価委員会＞ 
○地球環境研究企画委員会  ［学識経験者１３名］ 
　※個別課題の事前評価は、以下の体制で実施 
○研究分科会（専門分野別）： 
　☆第１分科会（全球システム変動） ［１５名］ 
　☆専門部会 ［１２名］ 
　☆第２分科会（越境汚染） ［１０名］ 
　☆第３分科会（広域的な生態系保全 
　　・再生） ［１４名］ 
　☆第４分科会（持続可能な社会 
　　・政策研究） ［１１名］ 
　　　　　　　　　 
 

中間成果報告書 

中間成果報告書 中間成果報告書 

中間成果報告書 中間成果報告書 

中間成果報告書 

中間評価の評価が 
高い場合 

延長 

事後評価 
 

＜採択課題の決定＞ 
・地球環境研究企画委員会により、採択
課題内定 

　　　　↓ 
・財務省との協議を経て、予算承認によ
り正式決定 
　　　　↓ 
・採択課題公表 
 
＜研究費の配分＞ 
・所管府省へ予算移替え（国研・独法） 
・環境省、国研、独法人等から、その他機
関へ研究委託 

応募者への結果通知 
採否と評価コメント （不採択課題含む） 

最終成果報告書 

最終成果報告書 

（３）研究活動に支障のない健康な者。 

（４）日本語又は英語に堪能な者。 

 

受け入れ研究者の要件 

　受け入れ研究者は、国立試験研究機関又は独立

行政法人研究機関に、研究者として所属している

者とします。 

 

研究期間 

　研究期間は原則１年以内ですが、研究の発展可

能性、進捗状況等のほか、招へい研究者及び受け入

れ研究者の意見を聴いて、研究の継続が必要と認

められるものについては、最大２回の延長（計３年間）

が認められます。 

 
■ 公募と課題選定 

公募時期 

　公募の予定は、推進費ホームページ（http:// 

www.env.go.jp/earth/suishinhi/index.htm）

や、科学雑誌、一部の学会誌、環境・科学関係Web

サイト等にてお知らせします。 

　平成１９年は、１０月に公募要項を公表し、１１月中

旬頃までを期限として、課題提案を受け付ける予

定です。 

※時期は変更の場合があります。 

 

応募方法 

　課題提案に必要な資料の様式は、全て推進費ホ

ームページからダウンロードして入手できるように

します。提出方法は、公募要項にてお知らせします。 

 

課題の選定 

　提案課題は、書類の不備や満たすべき要件のチ

ェック後、外部の学識経験者により構成される地球

環境研究企画委員会、及び第１～第４研究分科会に

おいて審査を行います。審査の手順は、書面による

第１次審査を経て課題を絞り、ヒアリング形式の第２

次審査を行って、採択課題の選定を行います。 

　採択課題の内定は、例年３月頃です。講評などの

審査結果は、審査の終了後、応募者へ送付します。 

 

 

 ■ 研究費の流れ 

　研究費は、財務省との協議及び予算承認を受け、

関係各府省及び各機関に配分されます。 

　この際、国立試験研究機関以外の研究機関（独

立行政法人研究機関、国公私立大学、民間機関等）

の場合は、国から研究機関に対する委託研究とし

て実施することになります。研究者個人との契約

は行いません。 

 
 ■研究評価（研究課題評価成果と 
 　研究制度の評価） 

　推進費で実施している研究課題については、地

球環境研究企画委員会及び第１～第４研究分科会

において、研究の進捗度、地球環境保全への寄与度、

成果の科学的・社会経済的価値等の観点から評価

を行っています。評価結果は、研究課題毎の計画の

見直しや研究予算の配分に活用されています。また、

施策としての制度評価も実施されています。 

　評価結果は、推進費ホームページ 

（http://www.env.go.jp/earth/suishinhi/jpn

/evaluation/evaluation_top.html）にて公表し

ています。 

プログラムオフィサーによる研究の進行管理 

・進捗状況把握 
・評価指摘事項の反映状況の確認 
・必要に応じて指示・助言 

平成19年度地球環境研究総合推進費について 
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予算総額の推移 

研究課題当たりの年間研究費の推移 

採択課題数と採択率の推移　－地球環境問題対応型研究領域の場合－ 

平成19年度に実施している研究の分野別割合 平成19年度に実施している研究の区分別割合 

研究実施機関数の推移（大学は、学部毎ではなく大学毎にカウント） 

年　度 

H2
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35

H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18
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24.5
26 26.5 26.5 26.5 26.5 26.5

28.95 29.65
30.15 30.15

32.56

H19

29.6

採択率（％） 
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0
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国立・独立行政法人の試験研究機関 

公益法人 民間企業 

大学 地方公共団体の試験研究機関 

9.1%

5.5%
1.0%

13.5%

1.4%

9.5% 2.3%

オゾン層の破壊 地球の温暖化 

酸性雨等越境大気汚染 海洋汚染 

熱帯林の減少 生物多様性の減少 

砂漠化 社会・政策研究 

戦略的研究開発領域 

地球環境問題対応型研究領域 

地球環境研究革新型研究領域 

57.8%

40.3%

54.8%

4.9%

1億円以上 

8千万～1億円未満 

6千万～8千万円未満 

4千万～6千万円未満 

2千万～4千万円未満 

1千万～2千万円未満 

1千万円未満 

課題当たりの平均年間研究費 
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年　度 

年　度 

 ■運営の実績 
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戦略的研究開発領域 

 

脱温暖化社会に向けた中長期的政策オプションの多面的かつ総合的な評価・予測・ 
立案手法の確立に関する総合研究プロジェクト 

（第Ⅰ期　平成１６～１８年度） 

（第Ⅱ期　平成１９～２０年度） 

研究プロジェクトリーダー　（独）国立環境研究所　西岡　秀三　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 〈Sー3〉 

（独）国立環境研究所、（独）産業技術総合研究所、（独）森林総合研究所、（社）日本エネルギー学会、 

（財）地球環境戦略研究機関、京都大学、東京大学、神戸大学、信州大学、名古屋大学、東京工業大学、 

東京海洋大学、立命館大学、文教大学、早稲田大学、国際大学、慶應義塾大学、東京理科大学、日本工業大学、

みずほ情報総研（株）、（株）ジェイ・ケイ・エル、（株）日建設計総合研究所、日本電信電話（株）、 

（株）三菱総合研究所 

 
　２００７年６月に行われたG８ハイリゲンダムサミッ

トにおいて、各国首脳は深刻な影響を回避するた

めに世界全体の温室効果ガス排出量を２０５０年まで

に５０％以上削減することを真剣に検討することを

合意しました。本研究では、日本の排出量を１９９０

年に比べて６０～８０％削減するような低炭素社会の

実現可能性について、人々の暮らし、産業構造、

都市・交通、IT技術の役割などについて分析し、

２００７年２月１５日に、２０５０年にCO2排出量を７０％削

減する対策について報告しました。 

　現在、２０５０年に至る道筋について検討を進めて

います。また、英国と協力して世界各国の低炭素

社会作りを呼びかける共同研究を行っています。 

戦略的研究開発領域 

 

 

陸域生態系の活用・保全による温室効果ガスシンク・ソース制御技術の開発 
－大気中温室効果ガス濃度の安定化に向けた中長期的方策－ 

（第Ⅰ期　平成１５～１７年度） 

（第Ⅱ期　平成１８～１９年度） 

研究プロジェクトリーダー　成蹊大学　山田　興一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　〈Sー2〉 

成蹊大学、（独）農業環境技術研究所、（独）農業・食品産業技術総合研究機構、 

（独）国際農林水産業研究センター、（独）森林総合研究所、宇都宮大学、愛媛大学、大阪大学、京都大学、 

金沢大学、信州大学、筑波大学、東京大学、北海道大学、千葉大学、名古屋大学、三重大学、東京農業大学、 

南山大学、北海道立根釧農業試験場、山形県農業総合研究センター、福島県農業総合センター、 

新潟県農業総合研究所、熊本県農業研究センター、（株）資生堂、住友林業（株） 

陸域生態系の活用・保全による 
温室効果ガスシンク・ソース制御技術の開発 

発生抑制 
 

土地資源管理と 
地域社会 
エンパワーメント 
 

メタン・亜酸化窒素 
放出抑制技術 

熱帯林における 
植林促進 

熱帯泥炭湿地の 
維持・管理システム 

移動耕作生態系管理 
と炭素蓄積機能改善 
 
 

乾燥地植林 

吸収増強 

 
研究プロジェクト 
統合的推進のための 
プラットフォーム形成と 

情報共有化 
 
 

グリーンな建築 
自立する都市構造 
分散化サービス対応 

 

次世代交通 
効率的な交通システム 
先進的なロジスティクス 

高付加価値化 
デカップリング 
エコロジー産業 

手順２． 
2050年脱温暖化 
社会像の構築 
 

日英共同研究プロジェクト 
世界各国シナリオ作りの協力 研究プロジェクトホームページ ： http://２０５０.nies.go.jp

日
本
に
お
け
る
温
室
効
果
ガ
ス（
Ｇ
Ｈ
Ｇ
）
の
排
出
量
 

 

京都議定書 
遵守対象年 手順１． 

気候安定化に向けた 
日本の削減目標値設定 

都市対策 IT導入効果 
交通対策 

産業対策 

削 
減 
目 
標 
値 
 

手順３． 
長期の目標に基づいた 
取り 組みの決定 
 

環境意識の向上 
コミュニケーション促進に 
よる社会・産業の効率化 
ＩＴによる脱物質化 

絶え間のない 
3つの取り組みに 
よる社会システム 
の転換＝脱温暖化 

 

絶え間のない 
3つの取り組みに 
よる社会システム 
の転換＝脱温暖化 

 

　本研究では、大気中温室効果ガス濃度安定化の

ための技術開発を、陸域生態系の活用・保全を通

じて温室効果ガスの吸収源を増強し排出源を縮小

するとの観点から行っています。具体的には、温

暖化抑制ポテンシャルが大きいと期待される乾燥

地を含む森林生態系、熱帯低湿地生態系、農林生

態系を対象とし、環境に適合し、経済性のある技

術を開発することにより、２０１２年以降の実用化を

目指しています。これら個々の技術を統合化し、

広範な地域への適用について定量的に検討できる

ようにすることにより、国際的視野に立った政策

策定に貢献できます。これまでの研究により、炭

素換算で年間1億トン近い温室効果ガス削減ポテ

ンシャルがあるとの知見が得られ、それを基に削

減シナリオ、実現ロードマップを作成しています。 

全球システム変動 全球システム変動 

全
球
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温暖化の危険な水準及び温室効果ガス安定化レベル検討のための温暖化影響の 
総合的評価に関する研究 

（第Ⅰ期　平成１７～１９年度） 

（第Ⅱ期　平成２０～２１年度） 

研究プロジェクトリーダー　茨城大学　三村　信男　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〈Sー4〉 

茨城大学、厚生労働省国立感染症研究所、国土交通省国土技術政策総合研究所、（独）国立環境研究所、 

（独）農業・食品産業技術総合研究機構、（独）農業環境技術研究所、（独）国際農林水産業研究センター、 

（独）森林総合研究所、東北大学、筑波大学、東京大学、九州大学、名城大学 

　本研究では、わが国及びアジア・太平洋地域を

対象にして、水資源、健康、農業、生態系、沿岸域・

防災といった各分野に対する物理的及び経済的影

響を評価しています。国内での被害の分布や影響

が顕在化する時期を予測するとともに、影響を和

らげるための適応策を検討し、これら各分野の影

響予測に基づいて、影響から見た温暖化の危険な

水準を明らかにします。さらに、危険な水準以下

に大気中の温室効果ガス濃度を安定化させるため

の安定化排出経路に関する研究を実施しています。

　以上の研究によって、温暖化影響に関する具体

的で詳細な知見を得るとともに、今後の温暖化対

策の基礎となる気候安定化の水準の提示を目指し

ています。 

戦略的研究開発領域 

 

 
（１） 影響の統合評価 

分野別影響の定量的評価、わが国とアジア・太平洋地域のリスクマップ、温暖化影響を低減するための適応策 
（２） 中長期的な気候政策に資する科学的知見の提供 

温暖化の「危険な水準」の評価、温室効果ガスの安定化排出経路の検討 
 

分野別温暖化影響評価 

水資源への影響 
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健康への影響 コメ生産への影響 森林への影響 沿岸域への影響 

GHG排出量 
 

気候安定化目標 
 

気温上昇 気候安定化目標下における 
分野別影響 

温暖化影響の経済評価 

影響関数 

分野別影響の統合評価 

波及効果 ： 脱温暖化２０５０（S-３）、IPCC、UNFCCC・京都議定書、への貢献 

研究の目的 
 

 

地球温暖化に係る政策支援と普及啓発のための気候変動シナリオに関する 
総合的研究 

（第Ⅰ期　平成１９～２１年度） 

（第Ⅱ期　平成２２～２３年度） 

研究プロジェクトリーダー　東京大学　住　明正　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〈Sー5〉 

東京大学、国土交通省気象庁気象研究所、（独）国立環境研究所、（独）農業環境技術研究所、 

（独）海洋研究開発機構、（独）防災科学技術研究所、北海道大学、筑波大学、名古屋大学、京都大学、 

神奈川大学、東邦大学、（株）野村総合研究所 

　本研究では、国内外の気候モデルによる温暖化

将来予測計算結果の総合的な解析を通じて予測の

信頼性を定量的に指標化するとともに、地域気候

モデルの利用などにより日本周辺域の空間詳細な

予測を行います。同時に、社会経済シナリオの空

間詳細化および土地利用変化などの予測を行います。

これらに基づき、気候変動の社会への具体的な影

響を含む総合的な気候変動シナリオを創出し、さ

らにそれを社会に「実感」可能な情報として伝達

するための方法論を確立します。それによって、

温暖化に関わる各種意思決定主体に対して科学的

な判断材料が提供されると同時に、正しい科学的

情報に基づく温暖化対策への動機付けが促進され

ることが期待されます。 

戦略的研究開発領域 

全球システム変動 
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成層圏プロセスの長期変化の検出とオゾン層変動予測の不確実性評価に 
関する研究 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （平成１９～２１年度） 

研究代表者　（独）国立環境研究所　今村　隆史　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〈Aー071〉 

（独）国立環境研究所、北海道大学、宮城教育大学、東京大学 

環礁州島からなる島嶼国の持続可能な国土の維持に関する研究 
（平成１５～１９年度） 

研究代表者　東京大学　茅根　創　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〈Bー15〉 

東京大学、（独）国立環境研究所、茨城大学、慶應義塾大学 

サンゴ礁の防波機能 

サンゴ礁劣化 
 

海浜植生破壊 

生態プロセスの評価 
 

伝統的土地・植生管理 
システムの再評価 
 

・地形変化予測 
・生態プロセス・ 
  伝統プロセス評価 
・ゾーニングプラン 
 
 環礁州島地形モデルによる予測と対策の提案 

環礁州島の近代化・都市化に伴う 
生態プロセス・土地管理システムの崩壊 

 

有孔虫砂の供給 
 

タロ水田掘削→土地の多層利用 海浜植生管理 
 

アジア太平洋統合評価モデルによる地球温暖化の緩和・適応政策の評価に 
関する研究　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成１７～１９年度）

研究代表者　（独）国立環境研究所　甲斐沼　美紀子　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〈Bー052〉 

（独）国立環境研究所、京都大学 

　地球温暖化問題を解決するためには、温室効果

ガス排出量を削減する緩和策や、温暖化の影響を

回避する適応策の検討が重要な課題です。この研

究では、アジアの主要国の研究者と共同で、各国

を対象に、エネルギー技術選択モデル、大気汚染

モデル、水資源モデル、経済モデルを開発してい

ます。開発したモデルを用いて、国連ミレニアム

開発目標に示されている経済発展の実現や、各国

が抱える大気汚染問題や水問題などの環境問題の

解決も同時に達成が可能となる温暖化対策を検討

しています。また、日本や世界全体を対象とした

分析も行っており、研究成果は、わが国の環境税

の議論に貢献したり、IPCC第４次評価報告書にも

引用されています。 

アジアにおけるオゾン・ブラックカーボンの空間的・時間的変動と気候影響に 
関する研究　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （平成１７～１９年度） 

研究代表者　（独）海洋研究開発機構　秋元　肇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　〈Bー051〉 

（独）海洋研究開発機構、名古屋大学、（独）国立環境研究所、首都大学東京、奈良女子大学 

　本研究では京都議定書の対象物質としては含ま

れていないにもかかわらず、地球温暖化の促進に

大きな影響を及ぼす対流圏オゾンと黒色炭素（ブ

ラックカーボン）を対象に、アジアにおける空間

的分布と時間的変動を明らかにし、気候変化への

影響を評価することを目的としています。この目

的に沿って本研究では、これまで観測がほとんど

なされて来なかった中国内部における観測を集中

的に行い、オゾン・エアロゾルによる広域汚染の

実態を明らかにしました。またモデルを用いた研

究では、化学気候モデルを用いて対流圏オゾンの

気候感度を調べました。その結果、対流圏の増加

による気温上昇の分布は、CO2などの長寿命温室

効果ガスによる気温上昇の分布と非常に異なって

いることが分かりました。産業革命以来の対流圏

オゾン増加による気温上昇の分布（年間平均）は、

下の図に見るように北米、地中海沿岸、北アフリカ、

中東、インド北部、中国、日本北東の海上などで

大きくなっています。 

　本研究はオゾン層変動の将来予測の精度評価な

らびにオゾン層変動に影響を及ぼし得る成層圏力

学プロセスの長期変化の検出を目的としています。

そのため、オゾン層将来予測モ

デルによるオゾンや他の化学物

質の分布や気象要素の再現性評

価ならびにCO2や臭素系オゾ

ン層破壊物質の排出シナリオの

違いによるオゾン層変動への影

響評価を行います。また、成層

圏への水蒸気流入機構の解明や

成層圏空気塊の年代の決定とそ

の変化の検出、さらには極域オ

ゾンの年々変動の中に見られる

長期変化の解析を行います。本

研究を通して、ハロンなどの臭素化合物の適正管理・

監視をはじめとする今後のオゾン層保護対策立案

に貢献できるものと期待されます。 

　環礁州島は標高が数ｍと低平で、今世紀の海面

上昇によって水没する危機にあります。本研究では、

危機の実態を把握して対応策を提案するために現

地調査を行い、州島地形の形成

と維持には、サンゴや有孔虫が

砂を作る生態プロセスと、居住

する人々の伝統的な土地と植生

の管理システムが重要な機能を

果たしていること、こうした機

能が近代化に伴って失われてい

ることを明らかにしました。環

礁州島の維持には、工学的対策

とともに、こうした生態・人文

プロセスの評価と再生が必要で

す。本研究では、こうしたプロ

セスを入れた州島地形モデルを構築し、これに基

づいて海面上昇による地形変化を予測し、ゾーニ

ングプランや生態工学的再生策を提案します。 

全球システム変動 
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森林減少の回避による排出削減量推定の実行可能性に関する研究　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （平成１９～２１年度） 

研究代表者　（独）森林総合研究所　松本　光朗　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　〈Bー072〉 

（独）森林総合研究所、（独）国際農林水産業研究センター、早稲田大学、東京大学 

　２００５年のCOP１１において提案された「森林減

少の回避」は、途上国が森林減少を削減すれば、

その排出削減量をクレジット化できるという仕組

みです。現行の京都議定書では途上国の森林減少

を削減する仕組みが無く、その動機付けとなる手

法として注目されていますが、現状では実行上の様々

な問題が残されています。本研究では、東南アジ

アを対象に、リモートセンシングによる森林減少

の観測や削減量推定手法といった技術面の開発に

加え、森林減少の発生プロセスやガバナンスとい

った社会経済的な視点からも調査を行い、「森林減

少の回避」の実行可能性を明らかにし、新たな制

度案を示すことにより、国際的な議論への貢献を

目指しています。 

ロシア北方林における炭素蓄積量と炭素固定速度推定に関する研究　　　　　　 
（平成１７～１９年度） 

研究代表者　（独）森林総合研究所　沢田　治雄　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〈Bー053〉 

（独）森林総合研究所、北海道大学、龍谷大学 

　衛星リモートセンシングデータの時系列モデル

処理によって１０日間隔で表層温度や植生の生育具

合を示し、ロシア全域の森林の２０年間の変動分析

を可能にしました。また、典型的な森林生態系で

植生と土壌のデータを収集し、凍土地帯では地下

部の炭素の割合が極めて大きいことを示すなどロ

シア北方林特有の特徴が得られてきました。さらに、

生態系に大きな被害を与え、一気に炭素を放出す

る火災の影響程度も明らかになってきています。

これらを総合的に分析することで、ロシア各地の

森林の炭素蓄積量と炭素固定速度の推定が見込め

ます。この成果は世界の温暖化問題に対応するロ

シアの具体的な森林資源管理指針の策定に活用が

期待されます。 

廃棄物分野における温室効果ガスインベントリの高度化と削減対策の評価に 
関する研究　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （平成１９～２１年度） 

研究代表者　（独）国立環境研究所　山田　正人　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〈Bー071〉 

（独）国立環境研究所、龍谷大学、大阪大学 

　わが国が温室効果ガス排出削減目標を達成する

ためには、対策導入の効果をより最大化する戦略

を練らなければなりません。また同時に、途上国

等に対するクリーン開発メカニズム（CDM）事業

を進めることも重要です。そのためには、温室効

果ガス排出目録（インベントリ）を社会の変化や

技術の進歩に合わせて更新することが基本となり

ます。本研究では、廃棄物の焼却や埋立、排水処

理で排出されるメタン、一酸化二窒素、アンモニ

アについて、炭素・窒素フローと、処理技術毎の

排出係数を求めることで、対策の効果がより正確

に反映されるインベントリの算定法を示し、国内

とアジア途上国の廃棄物分野における削減対策の

立案と評価を行います。 

アジアの水資源への温暖化影響評価のための日降水量グリッドデータの作成 
（平成１８～２０年度） 

研究代表者　人間文化研究機構総合地球環境学研究所　谷田貝　亜紀代　　　　　　　　　　　　　　　　　〈Bー062〉 

人間文化研究機構総合地球環境学研究所、国土交通省気象庁気象研究所 

　アジアの水資源に対する地球温暖化の影響を評

価し、地球環境政策に貢献するために、近年細か

い分解能の気候モデルを使った温暖化シミュレー

ションが行われています。しかし、そういった気

候モデルの検証や温暖化影響評価に不可欠な、長

期間の観測日降水データの整備の遅れが問題とな

っています。そこで本研究は、①アジアの日降水

量グリッドデータを作成すること、②衛星降水デ

ータや地理情報を使って①を改良すること、およ

び③本研究により作成されるデータを用いて気候

モデルで再現される降水量の検証を行うことを目

的としています。成果データはホームページ（http: 

//www.chikyu.ac.jp/precip/jp/index.html）で

公開していきます。 

人間活動によるアジアモンスーン変化の定量的評価と予測に関する研究 
（平成１８～２０年度） 

研究代表者　名古屋大学　安成　哲三　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〈Bー061〉 

名古屋大学、東京大学、首都大学東京、（独）海洋研究開発機構 

　本研究は、人間活動がアジアモンスーン気候の

変化に及ぼす可能性の高い、全球的な温室効果ガ

スの増加、アジア地域でのエアロゾル量の変化、

および土地被覆・植生改変に伴うモンスーン降水

量の長期的変化を、過去数十年（以上）のデータ

による実態解明と高精度の気候モデルによる数値

実験によって、定量的に評価することを行ってい

ます。また、上記３要素のモンスーン降水量変化へ

の相対的な重要性も含めた定量的評価を、地域特

性も含めて行っています。これらの結果は、アジ

アモンスーン地域での、２１世紀における経済・農

業生産計画や水資源、水災害軽減の対策の気候変

化影響評価の面からの貢献が期待されます。　 

 

全球システム変動 
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アジア大陸からのエアロゾルとその前駆物質の輸送・変質プロセスの 
解明に関する研究　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   （平成１７～１９年度） 

研究代表者　東京農工大学　畠山　史郎　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      〈Cー051〉 

東京農工大学、（独）国立環境研究所、首都大学東京、（独）産業技術総合研究所、東京大学、 

豊橋技術科学大学、（財）酸性雨研究センター　 

　本研究は東アジアの大規模な大気汚染物質発生

源である中国と、風下の受容地域である沖縄、そ

の間の福江島を主要研究対象地域とし、長距離輸

送途上での化学変化を解明することを目的とします。

平成１８年４月には北京、福江島、沖縄での地上観

測と中国での航空機観測を同時に行い、輸送途上

での変化の解明に着手しました。エアロゾルの生成・

除去過程を明らかにし、輸送経路上各点での観測

データをモデルに取入れて、輸送経路に沿ったモ

デルの検証を行い、バックグラウンドとして加わ

る欧州や東南アジアの影響も加味して、ユーラシ

ア東部全体での広域大気汚染現象を把握します。

これにより広域大気汚染対策の立案に結びつけよ

うとするものです。 

酸性物質の負荷が東アジア集水域の生態系に与える影響の総合的評価に 
関する研究　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   （平成１７～１９年度） 

研究代表者　（独）農業環境技術研究所　新藤　純子　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〈Cー052〉 

（独）農業環境技術研究所、信州大学、東京農工大学、（財）酸性雨研究センター、東京大学 

　酸性物質の負荷が東アジアの生態系の物質循環

に与える影響を明らかにすることを目的としてい

ます。これまでに中国とタイでの調査により窒素

沈着の２/３がアンモニア態であること、中国南部

で渓流水の顕著な窒素流出と酸性化が見いだされ、

また窒素収支モデルにより農業の影響が大きいこ

とが推察されました。食料の需給、農村から都市

への人口移動などに基づいて将来の発生量の変化

を予測し、窒素の蓄積と流出、また酸性化の現状

と将来の変化の広域的な推定を行っています。本

研究の成果は東アジア酸性雨モニタリングネット

ワークの観測の重点化や拡充、他の環境協力実施

の際の基礎情報になることが期待できます。 

土壌呼吸に及ぼす温暖化影響の実験的評価　　　　　　 
（平成１９～２１年度） 

研究代表者　（独）国立環境研究所　梁　乃申　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 〈Bー073〉 

（独）国立環境研究所、静岡大学、広島大学、北海道大学 

　本研究では、森林生態系毎に土壌炭素放出の温

度応答メカニズムを解明し、温暖化に伴い、わが

国のような湿潤な森林土壌がより吸収源として機

能するか、逆にどれほど放出源に転換するかにつ

いて定量的な評価を行うことを目的として、国内

の典型的な森林生態系を対象に、野外での温暖化

操作実験を行うとともに、主な森林生態系から土

壌サンプルを採集し、インキュベーション実験を

進めています。また、大型のオープントップチャ

ンバーを用いて、温暖化現象としての高温・高

CO2環境下での植物炭素収支と土壌呼吸の同時反

応を明らかにします。研究成果は京都議定書の第

2約束期間以降の立案に貢献し、IPCC第五次レポ

ートに反映されると期待されます。 

アジア地域における緩和技術の統一的な評価手法の開発に関する研究 
（平成１９～２１年度） 

研究代表者　（独）産業技術総合研究所　遠藤　栄一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〈Bー074〉 

（独）産業技術総合研究所、筑波大学 

　本研究では、参画機関が実績を有する日本およ

びアジアのエネルギーシステムモデルとライフサ

イクルアセスメントモデルを統合的に運用するこ

とによって、今後数十年間のわが国とアジアの国々

とのクリーン開発メカニズム（CDM）による二酸

化炭素排出枠を定量的に評価する手法として開発

することを目的としています。本手法によって、

アジア地域におけるエネルギー供給技術による

CDMの供給可能量の評価、および建設費などの投

資と影響緩和による経済的効果との費用便益の評

価が可能になります。わが国の技術開発を通した

温暖化対策への貢献の可能性を定量的に明らかに

することによって、地球環境施策の立案に役立つ

情報の提供を目指します。 

全球システム変動 
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広域モニタリングネットワークによる黄砂の動態把握と予測・評価に関する研究 
（平成１８～２０年度） 

研究代表者　（独）国立環境研究所　西川　雅高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〈Cー061〉 

（独）国立環境研究所、九州大学、埼玉大学 

東アジアの植生に対するオゾン濃度上昇のリスク評価と農作物への影響予測に 
関する研究　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   （平成１８～２０年度） 

研究代表者　東京大学　小林　和彦　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〈Cー062〉 

東京大学、（独）農業環境技術研究所、愛媛大学、（独）海洋研究開発機構、東京農工大学 

　東アジアでは、窒素酸化物等の放出量増加により、

地表オゾン濃度が上昇しつつあり、植物や人間の

健康への影響が懸念されます。特に、世界最大の

農業生産地帯である中国東部の農作物への影響は、

世界の食料供給にとって重大な問題です。私たちは、

オゾンの生成・輸送から、植物による吸収、そし

て農作物の減収に至る過程を、野外の観測と実験、

コンピュータシミュレーションによって研究して

います。これまでに、中国東部では春のオゾン濃

度上昇に農作物残渣の燃焼が寄与していることを、

モデルと観測で明らかにしました。また、オゾン

濃度上昇でコムギの生長量と収量が減ることを、

世界で初めて開放系暴露実験によって明らかにし

ました。 

北東アジア地域に役立つ黄砂予報、予測手法の開発や影響評価を目的とするプロジェクトの概要 

市民と研究者が協働する東シナ海沿岸における海岸漂着ゴミ予報実験 
（平成１９～２１年度） 

研究代表者　九州大学　磯辺　篤彦　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　           〈D-071〉 

九州大学、東京大学、国土交通省国土技術政策総合研究所、（独）産業技術総合研究所 

　本研究では、まず市民団体によって、東シナ海

に面した海岸でゴミ漂着量調査を行います。その

調査結果をもとに、海洋研究者がコンピュータ・

シミュレーションで、ゴミの発生源を逆算し、海

岸へのゴミ漂着時期の予報実験を行います。沿岸

域でゴミが集積する潮目位置を短波海洋レーダー

で検出し、大量のゴミ漂着が予想される時期の前

後に、潮目周辺に浮遊するゴミを空撮することで、

予報実験の精度を検証します。実験に成功すれば、

船舶を用いた洋上での効率良いゴミ回収計画の提

案が可能になります。また、ゴミ発生場所の特定は、

海洋投棄ゴミの削減に向けた市民教育にとって、

重要な情報となります。 

流下栄養塩組成の人為的変化による東アジア縁辺海域の生態系変質の評価研究 
　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   （平成１８～２０年度） 

研究代表者　（独）国立環境研究所　原島　省　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〈D-061〉 

（独）国立環境研究所、（独）水産総合研究センター、 広島大学 

　本研究では、赤潮やクラゲ増大などの原因を、

窒素、リンの流入が増加する一方、自然の風化溶

出によるケイ素の流下は大ダムで滞ることに求め

て究明を行っています。すなわち、このような栄

養塩比変化により、ケイ藻類（ケイ素を殻材とし、

海洋生態系の基盤となる）よりも渦鞭毛藻などの

非ケイ藻類（ケイ素を必要とせず、有害赤潮種を

含む）が有利になることと、非ケイ藻類はケイ藻

ほど上層の富栄養化物質を効率よく下層に引き下

ろさないため、上層に残った物質がクラゲを含む

食物連鎖を肥大化させることが考えられます。三

峡ダム-長江-東シナ海などの4水系について生態系

モデルによる解析を行い、このような推定メカニ

ズムを検証しています。 

　北東アジア地域の社会生活に深刻な影響を与え

ている黄砂問題は、この地域全体の社会環境や自

然環境の変化と密接に関わっています。最近では、

二酸化硫黄など酸性ガス成分を付着した黄砂が日

本に飛来することも明らかになってきました。北

東アジア地域（モンゴル、中国、韓国、日本）に

おけるライダーや大気エアロゾル（PM１０）観測

ネットワークを構築し、データの相互比較を可能

とする精度管理手法を確立することができれば、

問題解決や影響の低減化に有効となります。その

ような相互比較可能な観測ネットワークデータは、

ダストストーム（黄砂）の３次元的輸送現象の詳

細解明を可能にします。また、それらデータをダ

スト輸送モデルにリアルタイムで同化することに

より、黄砂予報精度や輸送量・沈着量の推定精度

の向上などが期待されます。 

（研究　　　　　目標） 
 

予報、予測、影響評価モデルの確立 
ライダーデータ 黄砂予報モデル 

（同化） 

ソウルの黄砂現象 

つくば（東京）の黄砂現象 

北京の大黄砂現象 

Aqua/MODISによる2006年4月の 

黄砂可視画像（早崎、黒崎） 

 

風送される黄砂 

地表面データ 
土地利用、植生、 
土壌組成など 

発生源地域 
飛来地域 

モニタリング 
データの相互共有 

大気質観測 
データなど 

北京 

越境汚染（大気・陸域・海域・国際河川） 
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森林―土壌相互作用系の回復と熱帯林生態系の再生に関する研究 
（平成１７～１９年度） 

研究代表者　鹿児島大学　鈴木　英治　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〈Eー051〉 

鹿児島大学、（独）国立環境研究所、（独）森林総合研究所、東京大学 

　熱帯雨林が火災や伐採から再生する過程をイン

ドネシアで研究しています。パダン地域の広範囲

な森林調査から最近樹木の枯死が多く、火災で直

接燃えていない地域でも森林衰退が広範囲で起こ

っている恐れが強いことがわかりました。また、

ボルネオ島の熱帯林ではフタバガキ科が優占する

のでこの科の回復が最終的な課題です。フタバガ

キ科は、萌芽能力が乏しく種子の寿命が短くて埋

土種子としても存在しないので再生が非常に遅い

といわれてきました。しかしこの科の中でも

Cotylelobium melanoxylonは萌芽によって火災

跡地でよく再生し菌根菌も共生しており、フタバ

ガキ科再生の端緒となる可能性が出てきました。 

脆弱な海洋島をモデルとした外来種の生物多様性への影響とその緩和に 
関する研究　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成１７～１９年度） 

研究代表者　（独）森林総合研究所　大河内　勇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〈Fー051〉 

（独）森林総合研究所、首都大学東京、東北大学、神奈川県立生命の星・地球博物館、（財）自然環境研究センター、 

NPO法人小笠原自然文化研究所 

外来種による生態影響 

世界の海洋島に共通 
する移入種の対策 

 

捕食、花粉媒介、種子散布、種間競争を通じた影響 

調査対象 ： 花粉媒介（グリーンアノール） 
 種間競争（外来植物） 
 種子散布（メジロ） 
 捕食（海鳥－ノネコ） 
 捕食（固有カタツムリ類：ニューギニアヤリガタリクウズムシ） 
 

調査対象 ： グリーンアノール 
 固有昆虫類 
 固有カタツムリ類 
 

駆除技術、系統保存、室内飼育技術 
 

外来種の影響緩和手法 

大型船舶のバラスト水・船体付着で越境移動する海洋生物の動態把握と 
定着の早期検出　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　   （平成１９～２１年度） 

研究代表者　神戸大学　川井　浩史　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〈Dー072〉 

神戸大学、（独）国立環境研究所、広島大学、（株）海洋生態研究所、千葉大学、東京大学、東海大学 

　本研究は、日本に入港する国際航路の大型輸送

船を対象に、バラスト水中の有害植物プランクトン・

カイアシ類および船体付着底生生物の動態調査と

寄港港湾における移入生物の定着実態調査を行い、

大型輸送船を媒介者とする海洋生物移入の実態を

明らかにするとともに、移入軽減のための方策検

討に有効な資料を得ることを目指しています。こ

れにより、国際航路の大型輸送船のバラスト水や

船体付着が越境移入生物の移入媒介者としてどの

ような役割を果たしているかについての科学的な

資料が得られ、船体付着による生物移入防止のた

めのガイドライン策定、あるいは具体的な防止策

の検討において貢献することが期待されます。 

 

　本研究の目的は、ガラパゴスや小笠原のような

海洋島で問題となっている、外来生物による生物

多様性の減少を防ぐため、小笠原諸島で外来生物

の影響機構の解明と緩和手法を開発することです。

一度も大陸と陸続きになった

ことのない海洋島では、それ

ぞれ独自の進化が生じた結果、

固有種の宝庫となっています

が、同時に外来生物に対して

非常に脆弱な生態系となって

います。小笠原では外来生物

による捕食、種間競争、花粉

媒介や種子散布を通じて、生

態系全体に影響が及んでいま

す。その影響機構を知り、駆

除技術、系統保存技術、飼育

技術を核とした緩和策を提言

することは、太平洋の海洋島の生態系保全にも貢

献することが期待されます。既に、外来種の捕食

影響についての実態が明らかになりつつあり、自

然再生事業等の保全事業へ反映されています。 

越境汚染（大気・陸域・海域・国際河川） 
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炭素貯留と生物多様性保護の経済効果を取り込んだ熱帯生産林の持続的管理に 
関する研究　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　（平成１９～２１年度） 

研究代表者　京都大学　北山　兼弘　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　        　〈Fー071〉 

京都大学、（独）森林総合研究所、東京農業大学、人間文化研究機構総合地球環境学研究所 

　東南アジアの赤道地域には、商業的に木材生産

するための生産林と呼ばれる熱帯林が広大に存在

します。木材生産が主目的というものの、そこは

多くの貴重な生物の生息場所であり、実質的な“保

護区”としての機能も期待されています。しかし、

土地転換と伐採圧増によって、生産林の劣化と生

物多様性の喪失が懸念されてきました。生産林を

持続的に管理するために、「低インパクト伐採」と

「森林認証制度」の２メカニズムが提案されてい

ますが、その導入は遅れています。本研究は、森

林認証制度による熱帯生産林の生物保護と炭素貯

留の追加性効果を明らかにし、これらのメカニズ

ムに炭素貯留の経済的動機を付与する新たな制度

的枠組みを提示することを目的としています。 

生物相互作用に着目した高山・亜高山生態系の脆弱性評価システムの構築に 
関する研究　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   （平成１７～１９年度） 

研究代表者　東北大学　占部　城太郎　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  〈Fー052〉 

東北大学、北海道大学、山梨大学 

　高山・亜高山生態系は、温暖化による地球環境

変化に最も脆弱な生態系であると懸念されていま

す。本研究は、高度に沿った比較調査や現場野外

実験から、山岳地帯の生物間相互作用と生物多様

性の維持機構を明らかにし、温暖化に対する高山・

亜高山生態系の応答を予測しています。これまで

の調査により、大雪山では雪解け時期が年々早く

なっていること、しかし、山岳生態系の温暖化影

響は一様ではなく、風衝地や雪田などの立地によ

って、また高山湖沼ではその水体の大きさによっ

て異なるという知見が得られています。これら成

果は、地球環境変化に際しての山岳環境保全の指

針として役立つと期待されます。 

大型類人猿の絶滅回避のための自然・社会環境に関する研究 
（平成１８～２０年度） 

研究代表者　（財）日本モンキーセンター　　西田　利貞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  〈Fー061〉 

（株）林原生物化学研究所、（財）日本モンキーセンター、明治学院大学、京都大学 

　本研究の目的は、大型類人猿の絶滅回避のために、

地域の実情に根ざした具体的な保護計画の策定と、

国際的な類人猿保護政策への提言を行うことです。

類人猿とその環境の現況を解明するため、密度と分

布の広域調査、病原体の保有状況や健康状態のモ

ニタリング、地域住民による森林利用の実態調査

を行います。保護施策の実践的研究として、分断

化した森林再生の研究、持続可能なエコツーリズ

ムとコミュニティコンサベーションに関する調査

を行います。成果として、チンパンジーにおける

インフルエンザ様の病気の伝染の実態、住民の森

林利用形態に大きな地域変異があること、ヘキサ

チューブの使用により苗の残存率が高まること、

などがわかりました。 

渡り鳥によるウエストナイル熱及び血液原虫の感染ルート解明とリスク評価に 
関する研究　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成１８～２０年度） 

研究代表者　（独）国立環境研究所　桑名　貴　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 〈Fー062〉 

（独）国立環境研究所、日本大学、酪農学園大学 

　ガン・カモ類は鳥インフルエンザ感染媒体とし

て注目を浴びています。しかし、ウエストナイル

熱や血液原虫の感染ルートを予想して生物多様性、

特に生存能力が脆弱な絶滅危惧鳥類に与える危険

性を回避するためには、むしろ地球規模で渡りを

行うシギ・チドリ類での疫学調査研究が必要と考

えられます。 

　ウエストナイル熱は吸血昆虫を媒体として感染

拡大するため、同じ吸血昆虫を媒体とする血液原

虫症の疫学調査を繁殖地と越冬地、渡りの中継地

で行って、わが国への侵入・感染経路を予想し、

絶滅危惧鳥類での感染リスク評価に役立てます。

併せて渡りの中継地でのウエストナイル熱感染個

体の調査研究も行い、総合的な感染リスク評価法

を開発していきます。 

ベッドセンサスによる 
類人猿密度の調査 

分断化された森林 
再生に関する調査 

エコツーリズムとコミュニティ 
コンサベーションに関する調査 

地域住民の森林 
利用に関する調査 

 

糞・尿からの 
病気の調査 

 

地域の実情に 
根ざした具体的な 
保護計画 

 

国際的な 
大型類人猿保護 
政策への提言 

大型類人猿の 
絶滅回避 
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トキの野生復帰のための持続可能な自然再生計画の立案とその社会的手続き 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                                          （平成１９～２１年度） 

研究代表者　九州大学　島谷　幸宏　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  〈Fー072〉 

九州大学、東京大学、新潟大学、埼玉大学、（財）山階鳥類研究所、（独）国立環境研究所、東京工業大学 

　佐渡では平成２０年にトキの試験放鳥が予定され、

平成２７年までに６０羽定着を目指しています。本研

究の目的は、トキの野生復帰に向けて「自然的お

よび社会的に持続的で実現可能な試験放鳥計画」

を立案し、地域に定着させることにあります。そ

のために、自然科学系の研究者による自然再生計

画の立案に関する研究と、人文・社会科学系の研

究者による社会的手続きに関する研究が相互に連

携するよう組織され、トキの野生復帰に向けた自

然再生計画の立案から実施を網羅しています。本

研究で目指す自然科学的にも合理的で社会からも

受け入れられる自然計画再生プログラムは、世界

の生物多様性保全戦略に貢献する有効なモデルに

なると考えています。 

土壌生物の多様性と生態系機能に関する研究 
（平成１９～２１年度） 

研究代表者　横浜国立大学　金子　信博　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　            〈Fー073〉 

横浜国立大学、北海道大学、茨城大学、静岡大学、京都大学 

　土壌は物質循環の維持、一次生産、水の浄化、

炭素隔離といった機能を持ち、その機能は陸上で

最も多様な土壌生物によって担われていますが、

土壌の生物多様性の保全と機能の関係については

まだ十分にはわかっていません。土壌生態系にお

ける生物多様性と生態系機能の関係を明瞭に説明し、

土壌保全の重要性を生物多様性の面から再定義し

ます。生物による土壌構造の変化は多様性と機能

を結ぶ重要な生態過程です。それを解明すること

により、多様な生物の働きを統合的に捉えること

ができます。森林と畑地土壌の物質転換の主役で

ある細菌などの微生物の多様性と、ミミズと細菌

の作用によって作り出される糞団粒の機能を、遺

伝子や同位体解析で明らかにします。 

北東アジアの草原地域における砂漠化防止と生態系サービスの回復に 
関する研究　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （平成１９～２１年度） 

研究代表者　東京大学　大黒　俊哉　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　〈Gー071〉 

東京大学、（独）国立環境研究所、岡山大学 

　本研究は、北東アジアの放牧草地を対象に、砂

漠化した土地の生態系再生と持続的な生物資源利

用を両立させる環境修復の指針の提示を目指します。

まず①植生の回復力の空間的な規則性、②環境修

復の鍵となる植物の環境適応力、③様々な緑化技

術の環境修復促進メカニズムを解明します。これ

らの成果から、「どの場所に、どの技術の組み合わ

せ（技術パッケージ）の適用が最大の効果と持続

性を得られるか」についての科学的な根拠を示し

ます。本研究が提案する「技術パッケージ」は、

砂漠化対処と持続的土地利用のための具体的処方

箋として砂漠化被災地域へ還元されます。さらに

砂漠化対処条約のみならず、生物多様性条約へも

貢献します。 

広域的な生態系保全・再生 
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環境負荷低減に向けた公共交通を主体としたパッケージ型交通施策に 
関する提言　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成１７～１９年度） 

研究代表者　広島工業大学　青山　吉隆　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〈Hー051〉 

広島工業大学、京都大学、岡山大学、日本大学、大阪大学、名城大学、（株）日建設計、（株）まち創生研究所 

　本研究の目的は、都市交通分野における二酸化

炭素の排出量を削減するために、エネルギー消費

の大きい自動車交通利用から、環境負荷の少ない

公共交通機関利用へ転換するための効果的な政策

を提言することです。欧州の先進都市において、

LRT（Light Rail Transit）を中心とした公共交

通の技術、行財政、交通サービス等の調査を行い、

また交通施策を組み合わせるパッケージ型交通政

策やLRTの車両イメージを考慮した交通機関選択

モデルの構築に取り組みました。これらの成果を

基に、わが国の環境に優しい公共交通を導入する

ための関連諸分野を統合したパッケージ型交通施

策の提案が期待できます。 

 

ライフスタイル変革のための有効な情報伝達手段とその効果に関する研究 
（平成１７～１９年度） 

研究代表者　（独）国立環境研究所　青柳みどり　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   〈Hー052〉 

（独）国立環境研究所、人間文化研究機構総合地球環境学研究所 

　本研究では、マスメディア（TV、新聞、雑誌等）、

インターネット、地域の環境団体等からの様々な

環境に関する情報について、受取手である一般市

民が、それらの情報をどのように収集、認識、行動、

生活様式を変化させているかについて世論調査等

の方法を用いて、日本および中国において分析を

します。さらに人々の社会的ネットワークの形成、

社会的信頼のあり方などの違いが、ライフスタイ

ル変革に及ぼす影響について分析を行います。平

成１７～１８年度の調査結果のうち、時系列の「日本

もしくは世界において最も深刻な問題」について

の毎月調査結果では、平成１９年２月以降、「地球環

境問題（地球温暖化を含む）」が、他の経済社会

問題を抑えてトップになり、地球環境問題への注

目度が飛躍的に高まっていることが明らかになり

ました。 

制度と技術が連携した持続可能な発展シナリオの設計と到達度の評価に 
関する研究　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成１８～２０年度） 

研究代表者  大阪大学　西條　辰義　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〈Hー062〉 

大阪大学 

　本研究では、従来の環境問題を解決するための

制度が、技術や地域の特性などを考慮していなか

った点を省み、社会科学と工学の知見を相互フィ

ードバックさせて、持続可能な社会制度の設計を

行います。また、持続可能性を測る評価指標体系

と技術開発ロードマップを提案します。 

　このために、資源の節約と環境の保護が国策と

なった中国において最も都市化が進んでいる上海で、

工学側が抽出した重要技術の特性の情報をもとに、

実験・アンケート・歴史分析・法体系調査を行い

ます。 

　これにより、将来中国の他都市が持続可能な地

域社会形成のために、どのような環境保全技術を

普及させるべきかについての規範モデルを提示す

ることが期待されます。 

 

２８℃オフィスにおける生産性・着衣・省エネルギー・室内環境に関する研究 
（平成１８～２０年度） 

研究代表者　早稲田大学　田邉　新一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〈Hー061〉 

早稲田大学、（独）産業技術総合研究所、関東学院大学、武蔵工業大学 

　本研究では、冷房温度２８℃オフィスの快適性、

知的生産性、経済性、省エネルギー性を評価し、

人と地球環境に最適な運用方法を検討しています。

オフィス実測や実験室実験を行い、室内温熱環境

や空気環境とオフィス執務者の作業効率との関係

の解明に取り組んでいます。平成１８年度は、オフ

ィスビルでの実測を行いました。また、生産性評

価ツールを開発、様々な衣服の熱抵抗を部位別に

求めました。冷房設定を２℃上げることで、年間一

次消費エネルギー量が１.６４%削減できる試算結果

が得られました。個人の好みに応じた作業環境を

作る上で有効なCOOL BIZやパーソナル空調につ

いて、その影響を評価しています。 

（1）  生産性・経済性 
  ・ 知的生産性評価ツールの開発 
  ・ 温熱と空気環境による生産性評価 
  ・ 28｡Cオフィスの省エネルギー性に 
　  関する試算 
 

（4） 温熱・空気環境実測 
  ・ 温熱と空気環境による作業効率への 
     影響 

経済性と省エネルギー性による 
28℃オフィス環境の最適化 

CO2削減効果はあるが、 
経済的損失が大きい 

（2） 衣服 
  ・ 衣服の部位別着衣量のデータベース化 
  ・ 組み合わせ着衣量の推定式の提案 
  

（3） パーソナル空調・省エネルギー性 
  ・ パーソナル空調導入オフィスの実測調査 

執務室温度 執務室温度 
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< 無対策の場合 > < 対策した場合 >

疲労 疲労減少 

生産性の向上 生産性の低下 

28℃ 28℃ 

1.64％ 1.64％ 

地球環境問題のみではなく、経済的な影響にも配慮 

平成１８年度の成果 

持続可能な社会・政策研究 持続可能な社会・政策研究 
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アジア地域における経済発展による環境負荷評価及びその低減を実現する政策研究 
（平成１８～２０年度） 

研究代表者　東京大学　渡辺　知保　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〈Hー063〉 

東京大学、熊本県立大学 

　本研究課題は、アジア地域の６カ国の約３０村落

を対象に、生業転換を引きおこす要因（例えば、

農業・環境政策）、生業転換の程度、その環境影響

（特に化学物質の蓄積と健康リスク）を記述的に整

理し、さらには統計解析による生業転換の要因分

析を通して、アジア地域において進行する生業転

換と化学環境転換との相互関連性を明らかにする

ことを目的としています。化学物質の探索的定量

には、約５００種類の化合物を同時に定量できる

GC/MSシステムを用いて行います。これまでに

行った調査より、生業転換の様相は国・地域によ

って大きく異なり、これが環境や人の健康に及ぼ

す影響を及ぼす仕組みも複雑であることが次第に

明らかになってきました。 

気候変動に対処するための国際合意構築に関する研究 
（平成１８～２０年度） 

研究代表者　（独）国立環境研究所　亀山　康子　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〈Hー064〉 

（独）国立環境研究所、東京工業大学、兵庫県立大学、龍谷大学、早稲田大学、（財）地球環境戦略研究機関 

　京都議定書では、先進国等の２００８～２０１２年の温

室効果ガス排出量に関して目標値が示されていま

すが、その後に関しては今後の交渉に委ねられて

います。本研究は、２０１３年以降の国際枠組みに関

して、望ましい枠組みのあり方、そのような枠組

みへの合意に至るための国際交渉プロセス、気候

変動枠組条約や京都議定書の範囲外で実施されて

いる諸活動と枠組条約との整合性等について検討し、

次期国際的取り組みの包括的指針を提示すること

を目的としています。２００７年６月のG８サミットで

２０５０年長期目標が示されましたが、本研究成果は

同長期目標に至るための短中期的道筋を示し、国

際交渉におけるわが国政府の意思決定を支援する

ことが期待されます。 

 

水・物質・エネルギーの「環境フラックス」評価による持続可能な 
都市・産業システムの設計に関する研究　　　　　　　  　　　　　 （平成１９～２１年度） 

研究代表者　（独）国立環境研究所　藤田　壮　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〈Hー071〉 

（独）国立環境研究所、（独）産業技術総合研究所、慶應義塾大学 

　都市生活や産業からの温室効果ガスと、排熱や

廃棄物などの環境負荷の発生や移動について、空

間分布を都市スケールで解析するモデルを構築し

ます。このモデルを中核として、地域の環境資源

を生かすことで、生活環境や生態系保全などの地

域目的と整合しつつ、地球環境保全への貢献を最

大化する、都市にとっての技術・政策シナリオの

ゴールとそこへの道筋を具体的に設計して評価で

きるシステムを提供します。また、具体的な拠点

的都市を取り上げて、行政や企業などとともに、

都市活動と産業施設の共生的連携や、地域の水・

緑地資源の温暖化対策への効率的な利用などの具

体的な技術・政策を含む持続可能な都市の将来像

と対応策を描く機会を実践します。 

持続可能な国土・都市構造への転換戦略に関する研究 
（平成１９～２１年度） 

研究代表者　名古屋大学　林　良嗣　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　〈Hー072〉 

名古屋大学、香川大学、豊橋技術科学大学、宇都宮大学 

　本研究は、地球温暖化防止、及び気候変動への

適応という観点に対応しつつ、財政的にも社会的

にも持続可能な国土・都市を日本において実現す

る新たな計画理念とその実現策を見出すことを目

的とします。そのために、土地利用・交通計画の

分野で開発されてきた、人間活動の地球環境への

負荷を評価するモデルに、市街地の生活環境質評

価モデル、維持費用算定モデルを組み合わせた都

市持続性評価モデルシステムを構築し、国土・都

市戦略検討に適用します。以上によって、一段と

厳しい温室効果ガス排出削減が求められるポスト

京都議定書や、気候変動による事前条件の変化に

対応した「国土・都市のかたち」とその実現策を

提示することを目指しています。 

２１世紀日本の国土・都市が具備するべき条件 
地球温暖化防止　気候変動への適応　人口減少・少子高齢化　財政難インフラ劣化　生活質への要求の変化 

(１）バックキャスティング・アプローチ（目標設定）による国土・都市構造戦略の検討［名古屋大］ 

(２)都市圏土地利用戦 
　 略の詳細検討［香川大］ 

国土・都市構造の地球環境面からの 
評価システム開発 

(４)国土・都市 
構造戦略を支援する 

交通システムの詳細検討 
［宇都宮大］ 

戦略の方向性導出 

撤退 再集結 

財政支出・地球環境負荷削減 
居住環境保証街区形成 
・気候変動による脆弱性への対応 

(３)戦略が目指す国土・都市像のビジュアル化とその情報基盤を活用した計画手法の検討［豊橋技科大]

国内調査対象都市 
との連携 戦略の進め方に関するデザイン 世界交通学会分科会等 

を通じた海外との連携 

 提案した戦略の採用へ ２１世紀日本の国土・都市戦略を 
理念から施策群まで提案 

長期的な地球環境負荷削減策 

途上国を視野に入れた 
国際比較研究へ 

持続可能な社会・政策研究 
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アジア大都市周縁における循環型社会を基調とした都市農村融合と戦略的土地利用計画 
（平成１８～１９年度） 

研究代表者　東京大学　原　祐二　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   〈RF－067〉 

東京大学 

個体群分子タイピングによる有毒微細藻類の人為的グローバル化の実体解明手法の開発 
（平成１８～１９年度） 

研究代表者　（独）水産総合研究センター　長井　敏　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〈RF－066〉 

（独）水産総合研究センター 

Super-GCMの開発およびそれを用いた温暖化時のメソ気象現象変調に関する研究
（平成１８～１９年度） 

研究代表者　北海道大学　渡部　雅浩　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 〈RF－061〉 

北海道大学、名古屋大学、（独）国立環境研究所、東京大学 

自己組織化マップを用いた気候変動の評価に関する研究 
（平成１９～２０年度） 

研究代表者　名古屋大学　杉本　憲彦　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 〈RF－070〉 

名古屋大学 

陸域生態系CO2フラックスの分離評価を目的とした同位体・微量ガス観測手法の開発
（平成１８～１９年度） 

研究代表者　（独）国立環境研究所　高橋　善幸　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〈RF－062〉 

（独）国立環境研究所 

地球温暖化に影響を及ぼす人為物質による大気ヨウ素循環の変動に関する研究 
（平成１９～２０年度） 

研究代表者　広島市立大学　中野　幸夫　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〈RF－071〉 

広島市立大学 

Post-GOSAT時代の衛星からの全球温室効果ガス観測に関する研究 
（平成１８～１９年度） 

研究代表者　（独）国立環境研究所　松永　恒雄　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〈RF－063〉 

（独）国立環境研究所 

アジア－太平洋地域におけるPOPs候補物質の汚染実態解明と新規モニタリング法の開発
（平成１８～１９年度） 

研究代表者　愛媛大学　高橋　真　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   〈RF－064〉 

愛媛大学、（独）国立環境研究所 

同位体組成を指標に用いた硝酸の高精度起源推定法開発 
（平成１８～１９年度） 

研究代表者　北海道大学　角皆　潤　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 〈RF－065〉 

北海道大学 

地球環境研究革新型研究領域 地球環境研究革新型研究領域 
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黄砂バイオエアロゾルの越境的健康被害調査のためのサンプリング・同定に関する研究 
（平成１９～２０年度） 

研究代表者　金沢大学　小林　史尚　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 〈RF－072〉 

金沢大学 

企業の環境対応の促進要因と効果に関する研究 
（平成１９～２０年度） 

研究代表者　同志社女子大学　記虎　優子　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〈RF－079〉 

同志社女子大学、大阪学院大学 

国内移入魚による生態系撹乱メカニズム究明とその監視手法の構築 
（平成１９～２０年度） 

研究代表者　九州大学　鬼倉　徳雄　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 〈RF－075〉 

九州大学、岐阜大学 

浮遊粒子状物質（SPM）および大気汚染物質の脳型多変量解析技法の開発 
（平成１９～２０年度） 

研究代表者　江戸川大学　神部　順子　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　         〈RF－073〉 

江戸川大学 

海洋環境変動に及ぼす堆積物再懸濁現象の影響予測に向けた物質動態詳細測定法の開発 
（平成１９～２０年度） 

研究代表者　（独）港湾空港技術研究所　中川　康之　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〈RF－074〉 

（独）港湾空港技術研究所 

複合微生物解析による環境質評価のための迅速・網羅的微生物検出・定量技術の開発 
（平成１９～２０年度） 

研究代表者　（独）産業技術総合研究所　関口　勇地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 〈RF－076〉 

（独）産業技術総合研究所 

世代間・世代内リスクトレードオフと持続可能性 
（平成１９～２０年度） 

研究代表者　神戸大学　竹内　憲司　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 〈RF－077〉 

神戸大学、（独）産業技術総合研究所、甲南大学 

アジアにおけるバイオ燃料の持続的需給システムの構築に関する研究 
（平成１９～２０年度） 

研究代表者　千葉大学　丸山　敦史　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 〈RF－078〉 

千葉大学、（財）日本自動車研究所、（株）インテージ 

地球環境研究革新型研究領域 
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